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要  旨 

























るものであり、 （独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。 １．はじめに 









































企業よりも生産性が高いことが明らかにされている。たとえば、Bernard and Jensen (1999, 
2004a, and 2004b)では、米国製造業の事業所（工場）レベルのデータを用いて、輸出と生産
性水準の関係を明らかにしている。さらに、Helpman, Melitz and Yeaple (2004)  は、輸出企業
のみならず、海外生産企業をも取り込んだモデルを構築し、海外進出企業のほうが国内企








比べて 1.8％ほど TFP 成長率が高いことを見出している。 さらに、 Hijzen, Inui and Todo(2006)

















                                                        
1  低賃金諸国からの輸入が日本の企業レベルの雇用成長率や売上成長率に及ぼす影響につ
2が産業 4 桁分類レベルで工業統計表と貿易データをマッチングし、輸入価格の変化や輸入




























                                                                                                                                                                    
いては、伊藤（2005）によって検証されている。 
2  具体的には、事務用・サービス用・民生用機器（298） 、電気機械器具（27） 、情報通信機
器（28） 、電子部品・デバイス（29） 、輸送機械（30） 、精密機械（31）に属す事業所である。 



























  まず、産業別に見た事業所数、従業者数、売上高について見る（表１） 。なお本論文を通
して、機械産業の内訳を「事務用・サービス用・民生用機械」 、 「電気機械」 、 「情報通信機
械」 、 「電子部品・デバイス」 、 「輸送機械」及び「精密機械」の６つのサブセクターごとに
見ていくこととする。 
 










みて 10 倍、 有形固定資産額でみると 10～20 倍程度の差があることがわかる。 このように、
海外進出企業と国内企業はその事業所規模において全く異なったものになっていることに
                                                        
5  企業・事業所データの接続作業の詳細は、松浦・須賀（2007）を参照のこと。 
6  商工業実態基本調査（経済産業省、1997 年）によると、従業員 50 人未満の企業のうち、
海外子会社を有する企業は、事務用・サービス用機械器具で 0.4％、電気機械で 0.3％、輸
送機械で 0.2％、精密機械で 0.3％であった。詳細は、Appendix A1 も参照のこと。 
4留意することが必要である。 
 











―  図  １  ― 
 
表３は、事業所の参入・退出を業種ごとに見たものである。たとえば、 「電気機械器具製
造業」では、1995 年の 17,166 事業所のうち、7670 事業所（1995 年の事業所の 44.7％）が
2003 年までに退出し、3,198 事業所（1995 年の事業所数の 18.6％）が参入した結果、2003
年時点で 12,694 事業所が活動していることがわかる。他の産業に注目すると、参入率は概




企業の事業所退出率は 40.2％であり、全事業所の退出率 48.7％に近い値となっている。 
 







  事業所レベルの労働生産性指数は次のように定義される。 
) ln ln ( ln ln ln , , , t t t i t i t i L Y L Y LP − − − =  
ここで、Yi,tは第i事業所のt時点における付加価値、Li,t  は労働投入（従業者数×労働時間）
5であり、 ) ln ln ( t t L Y − は、産業別の平均生産性である。 
 
全要素生産性（TFP）指数 










































































































t j t X Q , ˆ , ˆ
  TFP 計測の際の産出量は実質化した出荷額であり、投入要素としては、資本投入・労働投
入・中間財投入の 3 財とした。生産要素の計測方法、デフレーターの取り扱いについては、
Appendix を参照されたい。 なお、 TFP の場合、 30 人以上の事業所を分析の対象としている。





2003 年の「電機機械産業」全体の労働生産性指数は 0.757 であるのに対して、海外進出企
業のそれは 1.345 である。 「情報通信産業」においても、全体の生産性と海外進出企業の生
産性は、それぞれ 2.233、2.925 と、海外進出企業のほうが大きく上回っている。第二は、








―  表  ４  ― 
 
  表５は、Foster, Haltiwanger and Krizan (1998)、Bailly, Hulten, Campbell (1992) で提案されて
いる生産性の遷移行列である。生産性の遷移行列とは、まず、期首と期末の生産性分布に
基づき各事業所を 5 分位階級に振り分けて、 その事業所数を行列形式で示したものである。
この遷移行列により、 1995 年から 2003 年にかけての相対的な生産性水準の変化を概観する
ことができる。たとえば、1995 年に第 5 階級に位置する事業所 11600 事業のうち、2003 年
も第 5 階級に位置する事業所は 3847 事業所である。また、6 列目は退出事業所数を示して




所有している企業である。実際には、1995 年から 2003 年にかけて新たに海外に進出した企
業も少なくないが、単純化のために、そういった企業は国内企業として扱っている。 
  表５からは、以下の三つの事実が指摘される。第一は、海外進出企業の事業所は 1995 年
においても 2003 年においても比較的生産性水準の高い階級に位置しているという点である。
列方向の事業所数シェアを示すパネル B の”Total”の列に注目すると、1995 年において
53.3％の海外進出企業の事業所が第 5 階級に位置していることがわかる。一方、行方向の
事業所シェアを示すパネル C の”Total”の行をみると、2003 年において 53.3％の海外進
出企業の事業所が第 5 階級に属していることがわかる。第二は、全事業所では 1995 年時点
で比較的生産性の低い事業所はより退出しやすいが、海外進出企業の場合、比較的生産性
の高い事業所が多数退出しているという点である。 パネル B の第 6 列目、 退出事業所の 1995
年時点での生産性分布を見ると、全事業所の第 1 階級のシェアが 28.3％と最も高くなって




ル C に注目すると、1995 年の第 4、第 3、第 2 階級の事業所のうち、2003 年に生産性ラン
クが第 5 階級に上昇しているのは、それぞれ 13.4％、8.0％、4.1％の事業所に過ぎない。
一方で、海外進出企業の事業所の場合、1995 年の第 4、第 3、第 2 階級の事業所うち、それ
ぞれ 34.9％、29.1％、28.8％の事業所が 2003 年に第 5 階級に生産性ランクを上昇させてい
る。よって、海外進出企業の事業所のほうが生産性水準を改善させているといえる。また、




















―  表  ６  ― 
 


















の生産性変化要因を分解する方法として、Foster, Haltiwanger, and Krizan (1998)は、
以下のような生産性 P の変動要因分解式を提案している。 
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ここで、stay は存続事業所、entry は参入事業所、exit は退出事業所である。右辺第 1 項
はシェアを一定としたときの個々の事業所の生産性変化による効果（Within 効果、固定効
果） 、第 2 項は生産性水準を固定したときのシェア変化による効果（シェア効果） 、第 3 項
は生産性変化率の高い事業所がシェアを拡大する効果（共分散効果） 、第 4 項は生産性の高
い事業所の参入効果、第 5 項は生産性の低い事業所の退出効果を示す。第 2 項から第 5 項
までは、事業所の構成が変化することによる生産性への効果であるので、この合計を
Reallocation 効果（再配分効果）と呼ぶ。 
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右辺第 1 項と第 2 項はそれぞれ海外進出企業と国内企業の Within 効果（固定効果） 、第 3




しくは Switchout 効果と呼ぶ。 
表７－１～表７－３及び表８－１～表８－３は、 それぞれ1995～2003年、 1995～2000年、
                                                        
7  本節の分析においても、 海外進出企業は期首において海外生産子会社を所有している企業
と定義している。 
92000～2003 年の産業別労働生産性と全要素生産性の変化率を要因分解したものである。実
際の要因分解は、産業 3 桁分類で計算し、出荷額でウェイト付けて産業 2 桁分類に集計し
ている。表７－１の労働生産性変化率の要因分解（1995 年-2003 年）を見ると「輸送機械」
を除いて、Within 効果（固定効果）と Reallocation 効果（再配分効果）の寄与度がほぼ半
分ずつであるという結果を得た。これらを更に海外進出企業の寄与度と国内企業の寄与度

















る。労働生産性について 1995 年-2000 年と 2000 年-2003 年のそれぞれについて見たものに
ついても概ねその傾向は変わらない。 
 
―  表７  及び  表８― 
 





は事業所の退出や事業転換などによる Reallocation 効果の寄与度が高いことが分かった。  
 
５．事業所の雇用成長率、閉鎖、製品転換、生産性上昇率の計量分析 





まず、 シェア効果の代理変数として雇用成長率関数を推計する。 具体的には、 t 期から t+s




t:t+s=f (IPRfi,t,LFAsia,fit, LFadv,fit ,Xfit,) 
 
ここで、IPR は輸入浸透率、LF は企業別の海外従業者比率（地域別海外従業者数／全世界






























   DUM 
switch
fi
t:t+s=0: t期からt+s期にかけて産業 4 桁分類の業種コード変更無し 
   DUM 
switch
fi
t:t+s=1: t期からt+s期にかけて産業 4 桁分類の業種コード変更あり 
                                                        
8  企業活動基本調査が接続できない事業所は、 従業員数 99 人以下の事業所とみなしている。  
11 
  Pr(DUMfi
t:t+s)=Φ(IPRfi,t,LFAsia,fit, LFadv,fit ,Xfit,) 
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2 1 ln ln ln  (II) 























2 1 ln ln ln (III) 
 





























信機器」 のみである。 「電子デバイス」 では、 輸入浸透率単独では有意ではないが、
輸入浸透率と海外進出ダミーの交差項がマイナスで有意となっている。海外生産
比率は、 「電気機械産業」のアジア生産比率がマイナスで有意となっている。 




（３） 製品転換に注目すると、 「電気機械」 、 「電子デバイス」 で輸入浸透率が有意に、 「電
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( ) I I I K p dp r p P − + = δ  
 





労働生産性、もしくは TFP が各産業平均値から 3σ以上乖離したものを異常値とみなし、
異常値を持つ事業所をサンプルから排除した。 
                                                        
9  個々の事業所の資本ストックはNakajima, Maeta andd Kiyota (1998)のように、 個々の事業所
ごとに恒久棚卸法で推計する方法もあるが、ここでは伊藤（2002）やFukao, Kim and Kwon 
(2006)に倣い、時価簿価比率で実質化する方法を採用した。 




事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 2769 4,718 119,476
うち海外進出企業 100 2,336 38,904
電気機械器具製造業 15807 17,938 627,690
うち海外進出企業 485 9,131 187,482
情報通信機械器具産業 3367 21,473 280,269
うち海外進出企業 180 14,476 120,679
電子部品・デバイス製造業 7316 25,114 555,483
うち海外進出企業 437 14,609 231,862
輸送用機械器具製造業 12812 34,175 754,433
うち海外進出企業 580 22,982 360,489
精密機械器具製造業 5328 3,706 164,733
うち海外進出企業 141 1,356 40,369
　
注） 1)海外進出企業とは海外に製造子会社を有する企業と定義する。
      2)出荷額の単位は10億円、従業者数は人である。
      3)数値はすべて2000年の値である。
18図１. 日本企業の従業員総数の推移
注)  1) 1,000人単位




























































































































1事業所あたり出荷額 (A)国内企業 (B)海外進出企業 (B)/(A)
事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 893 23,361 26.17
電気機械器具製造業 575 18,826 32.75
情報通信機械器具産業 2,195 80,423 36.63
電子部品・デバイス製造業 1,527 33,430 21.89
輸送用機械器具製造業 915 39,623 43.30
精密機械器具製造業 453 9,620 21.24
1事業所あたり雇用者数 国内企業 海外進出企業 (B)/(A)
事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 30 389 12.97
電気機械器具製造業 29 387 13.34
情報通信機械器具産業 50 670 13.40
電子部品・デバイス製造業 47 531 11.30
輸送用機械器具製造業 32 622 19.44
精密機械器具製造業 24 286 11.92
1事業所あたり有形固定資産 国内企業 海外進出企業 (B)/(A)
事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 233 4,161 17.83
電気機械器具製造業 182 3,881 21.36
情報通信機械器具産業 218 5,398 24.71
電子部品・デバイス製造業 386 6,384 16.54
輸送用機械器具製造業 407 6,871 16.87







事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 3,100 1,347 (43.5%) 1,753 569 (18.4%) 2,322
うち海外進出企業 93 24 (25.8%) 69 8 (8.6%) 77
電気機械器具製造業 17,166 7,670 (44.7%) 9,496 3,198 (18.6%) 12,694
うち海外進出企業 450 121 (26.9%) 329 44 (9.8%) 373
情報通信機械器具産業 3,868 1,883 (48.7%) 1,985 674 (17.4%) 2,659
うち海外進出企業 179 72 (40.2%) 107 19 (10.6%) 126
電子部品・デバイス製造業 8,309 3,866 (46.5%) 4,443 1,589 (19.1%) 6,032
うち海外進出企業 410 121 (29.5%) 289 73 (17.8%) 362
輸送用機械器具製造業 14,147 4,821 (34.1%) 9,326 2,732 (19.3%) 12,058
うち海外進出企業 516 78 (15.1%) 438 74 (14.3%) 512
精密機械器具製造業 5,751 2,323 (40.4%) 3,428 1,146 (19.9%) 4,574
うち海外進出企業 117 28 (23.9%) 89 17 (14.5%) 106
注）　1)括弧内は、参入・退出した事業所数が期首における産業内全事業所数に占める割合を示している。
        2)海外進出企業は、1995年時点で海外生産現地法人を所有する企業である。
退出 参入
21表4. 産業別、企業タイプ別労働生産性の比較
1995 2000 2003 ⊿P 1995～2003
事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.443 0.550 0.741 0.298
うち海外進出企業 0.867 0.734 1.052 0.185
電気機械器具製造業 0.498 0.592 0.757 0.259
うち海外進出企業 1.070 1.210 1.345 0.275
情報通信機械器具産業 0.672 1.746 2.233 1.561
うち海外進出企業 1.155 2.403 2.925 1.771
電子部品・デバイス製造業 0.443 1.141 1.488 1.045
うち海外進出企業 0.657 1.587 1.870 1.214
輸送用機械器具製造業 0.542 0.538 0.586 0.044
うち海外進出企業 0.807 0.778 0.846 0.040
精密機械器具製造業 0.336 0.411 0.536 0.200





5 3847 2322 1134 546 215 3536 11600
748 146 47 26 8 258 1233
4 1549 2519 2290 1200 441 3602 11601
129 93 38 14 8 88 370
3 929 1441 2116 2079 892 4143 11600
71 42 38 20 3 70 244
2 480 734 1242 2115 2002 5028 11601
34 15 14 7 14 34 118
1 181 280 524 1118 3069 6429 11601
1 69753 3 0 7 0
参入 2178 1868 1859 2106 2546 0 10557
181 40 23 19 15 0 278
Total 9164 9164 9165 9164 9165 22738 68560





5 42.0% 25.3% 12.4% 6.0% 2.3% 15.6% 16.9%
63.4% 42.3% 28.1% 28.6% 15.7% 53.8% 53.3%
4 16.9% 27.5% 25.0% 13.1% 4.8% 15.8% 16.9%
10.9% 27.0% 22.8% 15.4% 15.7% 18.3% 16.0%
3 10.1% 15.7% 23.1% 22.7% 9.7% 18.2% 16.9%
6.0% 12.2% 22.8% 22.0% 5.9% 14.6% 10.5%
2 5.2% 8.0% 13.6% 23.1% 21.8% 22.1% 16.9%
2.9% 4.3% 8.4% 7.7% 27.5% 7.1% 5.1%
1 2.0% 3.1% 5.7% 12.2% 33.5% 28.3% 16.9%
1.4% 2.6% 4.2% 5.5% 5.9% 6.3% 3.0%
参入 23.8% 20.4% 20.3% 23.0% 27.8% 0.0% 15.4%
15.4% 11.6% 13.8% 20.9% 29.4% 0.0% 12.0%
Total 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%






5 33.2% 20.0% 9.8% 4.7% 1.9% 30.5% 100.0%
60.7% 11.8% 3.8% 2.1% 0.6% 20.9% 100.0%
4 13.4% 21.7% 19.7% 10.3% 3.8% 31.0% 100.0%
34.9% 25.1% 10.3% 3.8% 2.2% 23.8% 100.0%
3 8.0% 12.4% 18.2% 17.9% 7.7% 35.7% 100.0%
29.1% 17.2% 15.6% 8.2% 1.2% 28.7% 100.0%
2 4.1% 6.3% 10.7% 18.2% 17.3% 43.3% 100.0%
28.8% 12.7% 11.9% 5.9% 11.9% 28.8% 100.0%
1 1.6% 2.4% 4.5% 9.6% 26.5% 55.4% 100.0%
22.9% 12.9% 10.0% 7.1% 4.3% 42.9% 100.0%
参入 20.6% 17.7% 17.6% 19.9% 24.1% 0.0% 100.0%
65.1% 14.4% 8.3% 6.8% 5.4% 0.0% 100.0%
Total 13.4% 13.4% 13.4% 13.4% 13.4% 33.2% 100.0%












































1995 \ 2003 1234567 Total
1. 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 60% 6% 4% 3% 3% 2% 22% 100%
(1995) 81% 0% 5% 5% 2% 2% 6% 100%
2. 電気機械器具製造業 2% 73% 2% 7% 2% 2% 12% 100%
(1995) 2% 79% 3% 6% 3% 0% 7% 100%
3. 情報通信機械器具産業 3% 11% 53% 15% 2% 2% 13% 100%
(1995) 8% 5% 80% 5% 1% 0% 2% 100%
4. 電子部品・デバイス製造業 2% 11% 7% 68% 2% 1% 10% 100%
(1995) 1% 6% 3% 86% 1% 0% 3% 100%
5.輸送用機械器具製造業 0% 2% 0% 0% 81% 0% 16% 100%
(1995) 0% 0% 0% 0% 96% 0% 4% 100%
6. 精密機械器具製造業 1% 5% 1% 2% 2% 79% 10% 100%
(1995) 0% 5% 3% 4% 2% 82% 3% 100%
7. その他の産業 9% 23% 6% 9% 43% 11% 100%
(1995) 14% 23% 11% 15% 30% 8% 100%
Total 5% 27% 6% 13% 27% 10% 12% 100%






between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.148 0.149 0.006 -0.018 0.030 0.060 0.029 0.043 0.135 0.162 0.297
2 電気機械器具製造業 0.150 0.172 0.007 0.003 0.048 0.056 0.037 0.021 0.160 0.162 0.322
3 情報通信機械器具産業 0.831 0.751 0.022 0.114 0.256 0.005 0.317 0.036 0.968 0.615 1.583
4 電子部品・デバイス製造業 0.618 0.540 0.029 0.023 0.231 0.067 0.152 0.038 0.670 0.488 1.158
5 輸送用機械器具製造業 0.037 -0.009 0.003 -0.017 -0.022 0.029 -0.015 0.012 0.023 0.005 0.029





between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.052 0.047 -0.001 -0.003 0.016 -0.013 0.054 -0.007 0.048 0.050 0.098
2 電気機械器具製造業 0.069 0.013 0.012 -0.005 0.013 -0.025 0.039 -0.021 0.076 0.006 0.082
3 情報通信機械器具産業 0.480 0.222 0.030 0.041 0.091 -0.078 0.159 -0.020 0.550 0.152 0.702
4 電子部品・デバイス製造業 0.369 0.234 0.024 0.005 0.078 0.013 0.101 0.014 0.397 0.206 0.604
5 輸送用機械器具製造業 0.008 -0.001 0.004 -0.005 0.010 -0.010 0.005 -0.004 0.006 0.000 0.006




between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.096 0.103 0.006 -0.015 0.014 0.073 -0.025 0.050 0.087 0.112 0.199
2 電気機械器具製造業 0.081 0.158 -0.005 0.008 0.034 0.080 -0.002 0.042 0.084 0.155 0.240
3 情報通信機械器具産業 0.352 0.529 -0.007 0.073 0.165 0.084 0.158 0.057 0.418 0.463 0.881
4 電子部品・デバイス製造業 0.249 0.305 0.005 0.018 0.152 0.054 0.051 0.024 0.273 0.282 0.554
5 輸送用機械器具製造業 0.030 -0.008 -0.001 -0.012 -0.031 0.040 -0.020 0.016 0.018 0.005 0.022















between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.106 0.001 0.004 0.002 -0.002 0.044 -0.045 -0.001 0.111 -0.004 0.107
2 電気機械器具製造業 0.080 0.040 0.006 -0.018 -0.013 0.045 0.000 0.020 0.068 0.052 0.121
3 情報通信機械器具産業 0.789 0.309 0.014 0.023 0.051 0.016 0.142 0.063 0.826 0.272 1.098
4 電子部品・デバイス製造業 0.531 0.268 -0.002 0.011 0.036 0.062 0.102 0.059 0.540 0.259 0.799
5 輸送用機械器具製造業 0.012 -0.017 -0.004 -0.010 -0.014 0.025 -0.027 0.014 -0.002 -0.003 -0.005





between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.043 -0.047 0.002 0.005 0.014 -0.001 -0.014 -0.053 0.049 -0.053 -0.004
2 電気機械器具製造業 0.040 0.007 0.005 -0.007 0.012 -0.010 0.027 -0.019 0.038 0.009 0.047
3 情報通信機械器具産業 0.438 0.091 0.019 0.010 0.010 -0.026 0.074 0.003 0.467 0.062 0.529
4 電子部品・デバイス製造業 0.315 0.166 -0.007 0.004 0.022 0.029 0.082 0.037 0.312 0.169 0.481
5 輸送用機械器具製造業 -0.002 -0.017 -0.005 -0.004 0.003 0.001 -0.010 -0.002 -0.011 -0.008 -0.019




between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.063 0.048 0.002 -0.003 -0.016 0.045 -0.031 0.052 0.062 0.049 0.111
2 電気機械器具製造業 0.040 0.034 0.001 -0.010 -0.025 0.055 -0.027 0.039 0.031 0.043 0.074
3 情報通信機械器具産業 0.351 0.218 -0.005 0.013 0.042 0.042 0.067 0.060 0.359 0.211 0.570
4 電子部品・デバイス製造業 0.216 0.102 0.005 0.007 0.014 0.033 0.020 0.022 0.228 0.089 0.317
5 輸送用機械器具製造業 0.014 0.000 0.001 -0.006 -0.017 0.024 -0.017 0.016 0.009 0.005 0.014
6 精密機械器具製造業 0.039 0.017 -0.001 -0.008 -0.013 0.037 -0.019 0.020 0.031 0.025 0.056
注）生産性変化率の要因分解は、産業3桁分類で計算し、出荷額で産業2桁分類に集計している。
dlnLP
within Reallocation 存続事業所 純参入退出
効果 dlnLP
within Reallocation 存続事業所 純参入退出
効果






between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.114 0.077 0.006 -0.012 0.009 0.008 0.048 0.019 0.108 0.083 0.191
2 電気機械器具製造業 0.126 0.074 0.010 -0.022 0.024 0.043 0.000 0.019 0.115 0.085 0.200
3 情報通信機械器具産業 0.318 0.148 -0.005 0.022 0.052 0.028 -0.013 0.064 0.335 0.131 0.466
4 電子部品・デバイス製造業 0.249 0.107 0.033 -0.023 0.057 0.024 0.017 -0.001 0.260 0.096 0.356
5 輸送用機械器具製造業 0.040 -0.005 0.012 -0.013 -0.015 0.007 -0.001 0.006 0.039 -0.004 0.035





between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.061 0.060 -0.007 0.009 0.010 -0.013 0.079 -0.019 0.063 0.058 0.120
2 電気機械器具製造業 0.046 -0.005 0.015 -0.006 0.005 -0.012 0.022 -0.029 0.054 -0.014 0.040
3 情報通信機械器具産業 0.165 0.024 0.013 0.004 0.026 -0.038 0.048 -0.029 0.183 0.006 0.189
4 電子部品・デバイス製造業 0.121 0.021 0.025 -0.012 0.019 -0.021 0.037 -0.027 0.133 0.009 0.142
5 輸送用機械器具製造業 0.019 0.007 0.013 -0.003 0.004 -0.013 0.016 -0.008 0.029 -0.002 0.027




between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.054 0.017 0.012 -0.021 -0.002 0.021 -0.031 0.038 0.045 0.026 0.071
2 電気機械器具製造業 0.081 0.079 -0.005 -0.016 0.019 0.054 -0.022 0.048 0.060 0.100 0.160
3 情報通信機械器具産業 0.152 0.124 -0.018 0.017 0.026 0.066 -0.061 0.093 0.152 0.125 0.276
4 電子部品・デバイス製造業 0.129 0.086 0.009 -0.011 0.037 0.045 -0.020 0.026 0.127 0.088 0.214
5 輸送用機械器具製造業 0.021 -0.012 -0.001 -0.010 -0.019 0.020 -0.017 0.014 0.010 -0.002 0.009
6 精密機械器具製造業 0.038 0.067 0.010 -0.009 0.012 0.036 -0.014 0.033 0.038 0.066 0.105
注）生産性変化率の要因分解は、産業3桁分類で計算し、出荷額で産業2桁分類に集計している。
within Reallocation 存続事業所 純参入退出
効果 dlnLP
dlnLP
within Reallocation 存続事業所 純参入退出
効果 dlnLP






between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.0926 0.0396 -0.0175 0.0167 0.0149 0.0021 0.0141 0.0093 0.0918 0.0404 0.1321
2 電気機械器具製造業 0.0548 0.0867 -0.0214 0.0667 0.0187 0.0025 0.0096 0.0106 0.1002 0.0414 0.1416
3 情報通信機械器具産業 0.3561 0.3094 -0.0463 0.1928 0.0770 -0.0343 0.1105 0.0097 0.5026 0.1629 0.6654
4 電子部品・デバイス製造業 0.2286 0.2614 -0.0392 0.1123 0.1144 -0.0135 0.0895 -0.0022 0.3017 0.1883 0.4900
5 輸送用機械器具製造業 0.0028 0.0259 -0.0236 0.0422 -0.0002 0.0025 0.0044 0.0007 0.0214 0.0073 0.0287





between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.0671 -0.0079 -0.0164 -0.0064 0.0039 -0.0012 0.0117 0.0004 0.0443 0.0149 0.0592
2 電気機械器具製造業 0.0391 0.0550 -0.0073 0.0515 0.0070 -0.0068 0.0091 0.0016 0.0833 0.0108 0.0941
3 情報通信機械器具産業 0.2438 0.1290 -0.0183 0.0753 0.0281 -0.0352 0.0762 0.0029 0.3008 0.0720 0.3728
4 電子部品・デバイス製造業 0.1498 0.1402 -0.0200 0.0778 0.0337 -0.0172 0.0727 -0.0069 0.2075 0.0824 0.2899
5 輸送用機械器具製造業 -0.0003 0.0201 -0.0161 0.0318 0.0017 -0.0015 0.0047 -0.0004 0.0154 0.0044 0.0198




between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.0255 0.0475 -0.0011 0.0231 0.0111 0.0033 0.0023 0.0088 0.0475 0.0255 0.0730
2 電気機械器具製造業 0.0157 0.0318 -0.0141 0.0152 0.0117 0.0093 0.0006 0.0090 0.0168 0.0306 0.0475
3 情報通信機械器具産業 0.1123 0.1804 -0.0280 0.1175 0.0489 0.0009 0.0343 0.0067 0.2018 0.0909 0.2927
4 電子部品・デバイス製造業 0.0788 0.1212 -0.0191 0.0345 0.0807 0.0036 0.0168 0.0047 0.0942 0.1059 0.2001
5 輸送用機械器具製造業 0.0031 0.0058 -0.0076 0.0105 -0.0019 0.0040 -0.0003 0.0010 0.0060 0.0029 0.0089















between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.1056 0.0013 0.0035 0.0017 -0.0018 0.0436 -0.0448 -0.0010 0.1109 -0.0040 0.1069
2 電気機械器具製造業 0.0804 0.0402 0.0056 -0.0175 -0.0131 0.0452 0.0003 0.0198 0.0684 0.0522 0.1206
3 情報通信機械器具産業 0.7893 0.3089 0.0142 0.0226 0.0512 0.0160 0.1418 0.0630 0.8261 0.2721 1.0981
4 電子部品・デバイス製造業 0.5307 0.2679 -0.0017 0.0110 0.0362 0.0616 0.1021 0.0588 0.5400 0.2587 0.7986
5 輸送用機械器具製造業 0.0118 -0.0168 -0.0041 -0.0100 -0.0141 0.0246 -0.0271 0.0137 -0.0023 -0.0027 -0.0050





between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.0429 -0.0470 0.0018 0.0045 0.0142 -0.0011 -0.0135 -0.0530 0.0493 -0.0534 -0.0041
2 電気機械器具製造業 0.0405 0.0065 0.0047 -0.0075 0.0121 -0.0103 0.0269 -0.0195 0.0377 0.0093 0.0470
3 情報通信機械器具産業 0.4378 0.0908 0.0193 0.0099 0.0096 -0.0256 0.0743 0.0032 0.4671 0.0615 0.5286
4 電子部品・デバイス製造業 0.3152 0.1663 -0.0071 0.0040 0.0220 0.0287 0.0820 0.0368 0.3120 0.1695 0.4815
5 輸送用機械器具製造業 -0.0020 -0.0170 -0.0054 -0.0036 0.0028 0.0008 -0.0099 -0.0018 -0.0110 -0.0081 -0.0191




between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.063 0.048 0.002 -0.003 -0.016 0.045 -0.031 0.052 0.062 0.049 0.111
2 電気機械器具製造業 0.040 0.034 0.001 -0.010 -0.025 0.055 -0.027 0.039 0.031 0.043 0.074
3 情報通信機械器具産業 0.351 0.218 -0.005 0.013 0.042 0.042 0.067 0.060 0.359 0.211 0.570
4 電子部品・デバイス製造業 0.216 0.102 0.005 0.007 0.014 0.033 0.020 0.022 0.228 0.089 0.317
5 輸送用機械器具製造業 0.014 0.000 0.001 -0.006 -0.017 0.024 -0.017 0.016 0.009 0.005 0.014
6 精密機械器具製造業 0.039 0.017 -0.001 -0.008 -0.013 0.037 -0.019 0.020 0.031 0.025 0.056
注）生産性変化率の要因分解は、産業3桁分類で計算し、出荷額で産業2桁分類に集計している。
dlnTFP within Reallocation 存続事業所 純参入退出
効果
dlnTFP
within Reallocation 存続事業所 純参入退出
効果 dlnTFP






between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.1142 0.0770 0.0055 -0.0119 0.0086 0.0080 0.0478 0.0190 0.1078 0.0834 0.1912
2 電気機械器具製造業 0.1265 0.0735 0.0099 -0.0218 0.0238 0.0426 0.0004 0.0187 0.1146 0.0855 0.2000
3 情報通信機械器具産業 0.3178 0.1479 -0.0045 0.0216 0.0518 0.0280 -0.0128 0.0639 0.3349 0.1308 0.4657
4 電子部品・デバイス製造業 0.2491 0.1068 0.0331 -0.0227 0.0567 0.0238 0.0167 -0.0009 0.2595 0.0964 0.3559
5 輸送用機械器具製造業 0.0402 -0.0050 0.0118 -0.0131 -0.0152 0.0073 -0.0014 0.0056 0.0390 -0.0037 0.0353





between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.0606 0.0597 -0.0065 0.0087 0.0101 -0.0126 0.0790 -0.0189 0.0628 0.0576 0.1203
2 電気機械器具製造業 0.0456 -0.0055 0.0149 -0.0063 0.0048 -0.0118 0.0221 -0.0291 0.0543 -0.0141 0.0402
3 情報通信機械器具産業 0.1653 0.0240 0.0134 0.0043 0.0261 -0.0384 0.0479 -0.0292 0.1829 0.0063 0.1893
4 電子部品・デバイス製造業 0.1206 0.0212 0.0246 -0.0121 0.0194 -0.0208 0.0371 -0.0269 0.1330 0.0088 0.1418
5 輸送用機械器具製造業 0.0194 0.0073 0.0126 -0.0032 0.0039 -0.0131 0.0156 -0.0085 0.0288 -0.0021 0.0267




between corss entry exit switchin switchout
a b c d e f g h i=a+c+d j=e+f+g+h k=i+j
1 事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 0.054 0.017 0.012 -0.021 -0.002 0.021 -0.031 0.038 0.045 0.026 0.071
2 電気機械器具製造業 0.081 0.079 -0.005 -0.016 0.019 0.054 -0.022 0.048 0.060 0.100 0.160
3 情報通信機械器具産業 0.152 0.124 -0.018 0.017 0.026 0.066 -0.061 0.093 0.152 0.125 0.276
4 電子部品・デバイス製造業 0.129 0.086 0.009 -0.011 0.037 0.045 -0.020 0.026 0.127 0.088 0.214
5 輸送用機械器具製造業 0.021 -0.012 -0.001 -0.010 -0.019 0.020 -0.017 0.014 0.010 -0.002 0.009
6 精密機械器具製造業 0.038 0.067 0.010 -0.009 0.012 0.036 -0.014 0.033 0.038 0.066 0.105
注）生産性変化率の要因分解は、産業3桁分類で計算し、出荷額で産業2桁分類に集計している。
dlnTFP
within Reallocation 存続事業所 純参入退出
効果 dlnTFP
within Reallocation 存続事業所 純参入退出
効果




(1) (2) (3) (4) (5) (6)
年次ダミー(2000年) 0.020 0.020 0.101 0.102 0.127 0.130
[7.00]*** [6.93]*** [6.52]*** [6.61]*** [5.55]*** [5.67]***
企業規模ダミー -0.034 -0.013 -0.480 -0.737 -0.930 -1.351
100～299人 [-1.22] [-0.45] [-2.34]*** [-3.32]*** [-3.37]*** [-4.46]***
企業規模ダミー 0.022 0.034 -0.075 -0.292 -0.173 -0.500
300～999人 [1.31] [1.78]* [-0.64] [-2.11]*** [-1.10] [-2.70]***
企業規模 0.017 0.028 0.223 0.024 -0.074 -0.387
1000人～ [1.56] [1.88]* [3.00]*** [0.23] [-0.73] [-2.68]***
事業所規模ダミー -0.070 -0.070 -0.890 -0.890 -0.271 -0.272
100～299人 [-12.97]*** [-12.97]*** [-21.64]*** [-21.63]*** [-5.89]*** [-5.90]***
事業所規模ダミー -0.109 -0.108 -1.000 -1.002 -0.340 -0.347
300～999人 [-11.85]*** [-11.80]*** [-13.45]*** [-13.46]*** [-4.07]*** [-4.14]***
事業所規模 -0.161 -0.162 -1.375 -1.358 -0.217 -0.197
1000人～ [-9.77]*** [-9.86]*** [-9.07]*** [-8.96]*** [-1.50] [-1.35]
事業所年齢 -0.009 -0.009 -0.036 -0.036 -0.014 -0.014
[-29.69]*** [-29.64]*** [-24.11]*** [-24.14]*** [-5.96]*** [-6.02]***
賃金率 0.009 0.009 -0.279 -0.280 -0.255 -0.255
[2.48]** [2.50]** [-16.02]*** [-16.04]*** [-9.51]*** [-9.51]***
労働生産性 0.039 0.039 -0.159 -0.158 -0.173 -0.174
[15.63]*** [15.62]*** [-12.01]*** [-11.99]*** [-8.88]*** [-8.88]***
輸入浸透率 -0.110 -0.111 0.372 0.378 1.805 1.815
[-6.02]*** [-6.10]*** [3.72]*** [3.78]*** [13.43]*** [13.50]***
輸入浸透率 -0.133 -0.103 1.167 1.017 0.304 0.154
X海外進出ダミー [-2.34]*** [-1.78]* [3.12]*** [2.68]*** [0.65] [0.33]
アジア生産比率 -0.089 0.762 1.083
[-2.84]*** [3.67]*** [4.14]***
欧米生産比率 0.051 0.290 0.427
[0.92] [0.71] [0.72]
const -0.248 -0.249 2.245 2.244 1.095 1.098
[-16.87]*** [-16.88]*** [29.06]*** [29.05]*** [9.30]*** [9.32]***
Number of obs 65702 65702 93620 93620 65702 65702
Adj R-sq: 0.033 0.034 0.034 0.034 0.034 0.034
Prob > F 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
産業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
推定方法 OLS OLS LOGIT LOGIT LOGIT LOGIT
注) 1)カッコ内はｔ値、もしくはz-ratio。
       2) ***,**,*は、それぞれ1％、5％、10％水準で統計的に有意であることを示す。
       3)年次ダミー以外の説明変数は、すべてラグを取っている。
雇用成長率 製品転換 事業所閉鎖
31表９－２．産業別雇用成長率回帰モデル
(1) (2) (3) (4)
Sample 電気機械 情報通信 電子デバイス 自動車
年次ダミー(2000年) 0.009 0.094 0.128 -0.044
[2.00]** [6.62]*** [13.72]*** [-7.95]***
企業規模ダミー 0.090 -0.086 -0.169 0.052
100～299人 [1.65]* [-0.74] [-2.40]*** [0.66]
企業規模ダミー 0.103 0.142 -0.024 -0.005
300～999人 [2.44]** [1.68]* [-0.44] [-0.16]
企業規模 0.035 0.023 0.004 0.001
1000人～ [1.18] [0.41] [0.10] [0.05]
事業所規模ダミー -0.077 -0.109 -0.058 -0.064
100～299人 [-7.98]*** [-5.65]*** [-3.91]*** [-6.24]***
事業所規模ダミー -0.121 -0.159 -0.102 -0.094
300～999人 [-6.83]*** [-4.83]*** [-4.25]*** [-5.86]***
事業所規模 -0.245 -0.271 -0.141 -0.104
1000人～ [-6.93]*** [-5.21]*** [-3.31]*** [-3.59]***
事業所年齢 -0.008 -0.011 -0.013 -0.008
[-16.12]*** [-8.18]*** [-13.78]*** [-14.00]***
賃金率 0.001 0.008 0.024 0.000
[0.16] [0.50] [2.05]** [0.05]
労働生産性 0.044 0.041 0.048 0.056
[10.78]*** [4.14]*** [5.98]*** [10.12]***
輸入浸透率 -0.107 -0.163 -0.040 -0.094
[-3.60]*** [-2.82]*** [-0.74] [-1.00]
輸入浸透率 -0.167 0.005 -0.236 -0.124
X海外進出ダミー [-1.12] [0.02] [-1.73]* [-0.32]
アジア生産比率 -0.126 -0.088 0.008 -0.039
[-2.10]*** [-0.85] [0.10] [-0.50]
欧米生産比率 0.159 0.025 0.448 -0.058
[1.23] [0.11] [2.36]** [-0.72]
const -0.249 -0.268 -0.452 -0.235
[-11.05]*** [-4.34]*** [-10.01]*** [-7.37]***
Number of obs 22301 4720 9020 13959
Adj R-sq: 0.026 0.040 0.045 0.036
Prob > F 0.000 0.000 0.000 0.000
注) 1)カッコ内はｔ値、もしくはz-ratio。
       2) ***,**,*は、それぞれ1％、5％、10％水準で統計的に有意であることを示す。
       3)年次ダミー以外の説明変数は、すべてラグを取っている。
32表９－３．産業別事業所閉鎖のLogitモデル
(1) (2) (3) (4)
Sample 電気機械 情報通信 電子デバイス 自動車
年次ダミー(2000年) 0.116 0.360 -0.351 -0.044
[4.48]*** [5.49]*** [-7.93]*** [-0.89]
企業規模ダミー -0.461 -1.044 -1.330 -0.586
100～299人 [-1.01] [-1.54] [-3.01]*** [-0.84]
企業規模ダミー 0.679 0.378 -1.060 -1.375
300～999人 [2.53]** [0.91] [-3.06]*** [-3.79]***
企業規模 0.652 -0.164 -0.786 -0.576
1000人～ [3.06]*** [-0.49] [-2.78]*** [-2.17]***
事業所規模ダミー -0.869 -0.911 -0.688 -1.044
100～299人 [-11.65]*** [-8.19]*** [-7.63]*** [-10.09]***
事業所規模ダミー -0.913 -1.071 -0.851 -1.150
300～999人 [-6.41]*** [-5.26]*** [-5.13]*** [-6.57]***
事業所規模 -1.535 -0.924 -1.374 -1.487
1000人～ [-4.02]*** [-3.09]*** [-4.10]*** [-3.73]***
事業所年齢 -0.035 -0.026 -0.029 -0.047
[-13.85]*** [-4.73]*** [-7.20]*** [-13.10]***
賃金率 -0.270 -0.505 -0.229 -0.263
[-9.76]*** [-7.74]*** [-4.67]*** [-6.17]***
労働生産性 -0.157 0.093 -0.096 -0.300
[-7.24]*** [2.05]** [-2.66]*** [-8.85]***
輸入浸透率 1.054 3.131 -7.247 -43.434
[6.50]*** [12.26]*** [-15.52]*** [-9.26]***
輸入浸透率 -2.659 1.328 8.269 37.833
X海外進出ダミー [-2.38]*** [1.33] [9.74]*** [4.18]***
アジア生産比率 0.696 0.594 0.593 0.677
[1.80]* [1.15] [1.31] [0.95]
欧米生産比率 -3.272 1.055 2.301 0.444
[-2.61]*** [0.85] [2.31]** [0.55]
const 1.873 1.105 2.034 3.564
[16.64]*** [4.37]*** [10.71]*** [17.78]***
Number of obs 32278 7126 13019 18663
Adj R-sq: 0.036 0.036 0.036 0.036
Prob > F 0.000 0.000 0.000 0.000
注) 1)カッコ内はｔ値、もしくはz-ratio。
       2) ***,**,*は、それぞれ1％、5％、10％水準で統計的に有意であることを示す。
       3)年次ダミー以外の説明変数は、すべてラグを取っている。
33表９－４．産業別製品転換のLogitモデル
(1) (2) (3) (4)
Sample 電気機械 情報通信 電子デバイス 自動車
年次ダミー(2000年) 0.341 -1.176 0.417 1.000
[8.87]*** [-13.46]*** [7.97]*** [9.75]***
企業規模ダミー -3.108 -2.505 -0.162 1.519
100～299人 [-2.95]*** [-2.15]*** [-0.35] [2.70]***
企業規模ダミー -0.851 -1.021 0.159 0.938
300～999人 [-2.19]*** [-1.70]* [0.43] [1.83]*
企業規模 -0.866 -0.714 1.021 -0.950
1000人～ [-2.86]*** [-1.80]* [3.38]*** [-3.66]***
事業所規模ダミー -0.004 -0.028 -1.016 -0.576
100～299人 [-0.05] [-0.23] [-10.33]*** [-1.69]*
事業所規模ダミー -0.136 -0.371 -1.868 -1.128
300～999人 [-0.83] [-1.59] [-11.07]*** [-1.71]*
事業所規模 -0.056 0.027 -2.143 -0.020
1000人～ [-0.16] [0.07] [-7.44]*** [-1.90]*
事業所年齢 -0.013 -0.035 -0.009 0.082
[-3.34]*** [-4.46]*** [-1.76]* [0.65]
賃金率 -0.515 0.666 -0.082 -0.327
[-12.11]*** [6.74]*** [-1.26] [-3.54]***
労働生産性 0.088 -1.037 -0.358 115.838
[2.69]*** [-14.31]*** [-7.75]*** [26.03]***
輸入浸透率 3.485 -9.677 10.749 -78.630
[15.82]*** [-21.20]*** [28.50]*** [-8.92]***
輸入浸透率 1.786 2.801 -9.003 1.668
X海外進出ダミー [1.42] [1.42] [-10.22]*** [1.34]
アジア生産比率 1.431 1.961 1.479 1.704
[2.67]*** [2.79]*** [3.03]*** [1.21]
欧米生産比率 0.854 -0.969 1.840 -3.835
[0.59] [-0.50] [1.54] [-7.33]***
const 0.360 4.389 1.161 0.000
[2.10]** [11.71]*** [4.71]*** 0.000
Number of obs 22301 4720 9020 13941
Adj R-sq: 0.036 0.036 0.036 0.036
Prob > F 0.000 0.000 0.000 0.000
注) 1)カッコ内はｔ値、もしくはz-ratio。
       2) ***,**,*は、それぞれ1％、5％、10％水準で統計的に有意であることを示す。
       3)年次ダミー以外の説明変数は、すべてラグを取っている。
34表１０－１．生産関数の推定結果：Fixed Effect model (海外進出ダミーXタイムトレンドを含む)
(1) (2) (3) (4) (5)
機械製造業 電気機械 情報通信 電子デバイス 自動車
年次ダミー(2000年) 0.070 0.013 0.418 0.200 -0.012
[24.33]*** [2.80]*** [34.33]*** [26.30]*** [-2.42]**
年次ダミー(2003年) 0.149 0.070 0.723 0.389 0.014
[36.33]*** [9.89]*** [38.86]*** [34.97]*** [2.19]**
ln(M/L) 0.426 0.399 0.443 0.417 0.419
[140.49]*** [75.24]*** [42.42]*** [60.66]*** [74.67]***
ln(K/L) 0.058 0.045 0.044 0.049 0.051
[19.29]*** [9.37]*** [3.62]*** [6.82]*** [9.01]***
海外進出ダミー 0.033 0.032 0.015 0.028 0.021
Xタイムトレンド [10.42]*** [5.34]*** [1.23] [3.93]*** [4.44]***
const 4.227 4.412 4.167 4.268 4.407
[177.74]*** [112.62]*** [49.02]*** [80.84]*** [90.52]***
Number of obs 58210 18630 5009 9539 12039
Number of groups 34381 11330 3264 5934 6346
Adj R-sq:(within) 0.5133 0.4684 0.7627 0.6638 0.5147
         (between) 0.8308 0.8267 0.8677 0.8473 0.8368
         (overall) 0.8241 0.822 0.8724 0.8481 0.8333
注) 1)カッコ内はｔ値、もしくはz-ratio。
       2) ***,**,*は、それぞれ1％、5％、10％水準で統計的に有意であることを示す。
       3)輸入浸透率は1期ラグをとっているため、推定サンプルは、2000年と2003年の2時点
          のみ。
35表１０－２．生産関数の推定結果：Fixed Effect model,QKLM model
(1) (2) (3) (4) (5)
機械製造業 電気機械 情報通信 電子デバイス 自動車
年次ダミー(2000年) 0.074 0.016 0.420 0.206 -0.010
[26.00]*** [3.63]*** [35.16]*** [27.38]*** [-2.03]**
年次ダミー(2003年) 0.161 0.080 0.729 0.405 0.021
[41.07]*** [11.77]*** [41.41]*** [38.40]*** [3.34]***
ln(M/L) 0.427 0.400 0.442 0.419 0.419
[140.71]*** [75.50]*** [42.35]*** [60.81]*** [74.63]***
ln(K/L) 0.059 0.046 0.045 0.050 0.052
[19.40]*** [9.41]*** [3.66]*** [6.87]*** [9.02]***
アジア生産比率 0.129 0.077 0.110 0.004 0.160
[3.97]*** [1.24] [0.92] [0.07] [2.27]**
欧米生産比率 0.058 0.162 0.255 -0.058 0.243
[0.90] [1.05] [0.87] [-0.38] [2.99]***
const 4.215 4.399 4.163 4.256 4.401
[177.11]*** [112.29]*** [48.98]*** [80.56]*** [90.47]***
Number of obs 58210 18630 5009 9539 12039
Number of groups 34381 11330 3264 5934 6346
Adj R-sq:(within) 0.5115 0.4666 0.7628 0.6624 0.5147
         (between) 0.831 0.8267 0.8686 0.8465 0.8387
         (overall) 0.8239 0.8217 0.8734 0.847 0.8351
注) 1)カッコ内はｔ値、もしくはz-ratio。
       2) ***,**,*は、それぞれ1％、5％、10％水準で統計的に有意であることを示す。
       3)推定に用いたサンプルは、1995、2000、2003年の３時点である。
36表１０－３．生産関数の推定結果：Fixed Effect model( 海外生産比率Xタイムトレンドを含む)
(1) (2) (3) (4) (5)
機械製造業 電気機械 情報通信 電子デバイス 自動車
年次ダミー(2000年) 0.072 0.014 0.419 0.204 -0.011
[25.26]*** [3.19]*** [34.75]*** [27.04]*** [-2.34]**
年次ダミー(2003年) 0.153 0.074 0.726 0.401 0.014
[37.98]*** [10.58]*** [39.72]*** [36.48]*** [2.16]**
ln(M/L) 0.426 0.399 0.442 0.419 0.418
[140.57]*** [75.26]*** [42.36]*** [60.77]*** [74.62]***
ln(K/L) 0.058 0.045 0.045 0.050 0.051
[19.29]*** [9.41]*** [3.67]*** [6.88]*** [8.99]***
アジア生産比率 0.083 0.054 -0.011 0.012 0.052
Xタイムトレンド [7.76]*** [2.63]*** [-0.25] [0.66] [2.26]**
欧米生産比率 0.040 0.174 0.185 0.079 0.090
Xタイムトレンド [1.84]* [3.03]*** [1.62] [1.27] [3.48]***
const 4.222 4.408 4.166 4.257 4.408
[177.52]*** [112.55]*** [49.02]*** [80.59]*** [90.62]***
Number of obs 58210 18630 5009 9539 12039
Number of groups 34381 11330 3264 5934 6346
Adj R-sq:(within) 0.5127 0.468 0.7629 0.6626 0.5155
         (between) 0.8311 0.8272 0.8683 0.8473 0.8379
         (overall) 0.8242 0.8224 0.873 0.8479 0.8343
注) 1)カッコ内はｔ値、もしくはz-ratio。
       2) ***,**,*は、それぞれ1％、5％、10％水準で統計的に有意であることを示す。




Total 1,959 42 (2.1%) 20 (1.0%)
49人未満 1673 6 (0.4%) 6 (0.4%)
50-99 130 5 (3.8%) 4 (3.1%)
100-199 85 7 (8.2%) － (0.0%)
200-299 24 3 (12.5%) － (0.0%)
300人以上 47 21 (44.7%) 10 (21.3%)
電気機械器具製造業
Total 25,054 493 (2.0%) 358 (1.4%)
49人未満 20,965 71 (0.3%) 111 (0.5%)
50-99 1845 57 (3.1%) 42 (2.3%)
100-199 1121 79 (7.0%) 41 (0.0%)
200-299 396 53 (13.4%) 32 (0.0%)
300人以上 727 233 (32.0%) 132 (18.2%)
輸送用機械器具製造業
Total 14,513 277 (1.9%) 208 (1.4%)
49人未満 12,364 19 (0.2%) 26 (0.2%)
50-99 995 25 (2.5%) 18 (1.8%)
100-199 545 31 (5.7%) 21 (0.0%)
200-299 204 16 (7.8%) 8 (0.0%)
300人以上 405 186 (45.9%) 135 (33.3%)
精密機械器具製造業
Total 6,936 99 (1.4%) 61 (0.9%)
49人未満 6,287 18 (0.3%) 17 (0.3%)
50-99 331 13 (3.9%) 6 (1.8%)
100-199 167 15 (9.0%) 9 (0.0%)
200-299 58 14 (24.1%) 4 (0.0%)





内 MNE(b) 内 MNE(a)
38Appendix A2.基本統計量
標本数 平均 標準偏差 第1四分位 第3四分位
雇用変化率 65702 -0.051 0.354 -0.223 0.118
事業所閉鎖ダミー 93620 0.298 0.457 0.000 1.000
製品変更ダミー 65702 0.176 0.381 0.000 0.000
年次ダミー(2000) 93620 0.535 0.499 0.000 1.000
年次ダミー(2003) 93620 0.465 0.499 0.000 1.000
企業規模ダミー100～299人 93620 0.002 0.046 0.000 0.000
企業規模ダミー300～999人 93620 0.007 0.081 0.000 0.000
企業規模1000人～ 93620 0.030 0.171 0.000 0.000
事業所規模ダミー100～299人 93620 0.062 0.241 0.000 0.000
事業所規模ダミー300～999人 93620 0.024 0.153 0.000 0.000
事業所規模1000人～ 93620 0.007 0.083 0.000 0.000
事業所年齢 93620 10.110 4.889 6.000 14.000
賃金（対数値） 93620 5.621 0.611 5.239 6.072
付加価値労働生産性 93620 6.266 0.829 5.717 6.788
輸入浸透率 93620 0.092 0.100 0.019 0.132
輸入浸透率X海外進出ダミー 93620 0.004 0.031 0.000 0.000
アジア生産比率 93620 0.009 0.063 0.000 0.000
欧米生産比率 93620 0.004 0.031 0.000 0.000
ln(Q/L)：産出量・労働比率 63106 7.219 0.973 6.600 7.837
ln(M/L)：中間財・労働比率 63097 6.128 1.599 5.217 7.229
ln(K/L)：資本・労働比率 63106 5.656 1.438 4.831 6.646
39Appendix A3.相関係数行列
[1] [2] [3] [4] [5] [6] [7] [8] [9] [10] [11] [12] [13] [14] [15] [16] [17]
[1] 雇用変化率 1.000
[2] 製品変更ダミー 0.001 1.000
[3] 年次ダミー(2000) 0.002 0.050 1.000
[4] 年次ダミー(2003) -0.002 -0.050 -1.000 1.000
[5] 企業規模ダミー100～299人 -0.017 -0.018 -0.032 0.032 1.000
[6] 企業規模ダミー300～999人 -0.013 -0.015 -0.052 0.052 -0.010 1.000
[7] 企業規模1000人～ -0.063 -0.037 -0.119 0.119 -0.022 -0.038 1.000
[8] 事業所規模ダミー100～299人 -0.101 -0.031 -0.175 0.175 0.065 0.089 0.091 1.000
[9] 事業所規模ダミー300～999人 -0.081 -0.036 -0.104 0.104 -0.012 0.115 0.357 -0.123 1.000
[10] 事業所規模1000人～ -0.066 -0.014 -0.045 0.045 -0.001 -0.019 0.392 -0.066 -0.040 1.000
[11] 事業所年齢 -0.183 -0.052 0.070 -0.070 0.009 0.004 0.036 0.029 0.065 0.069 1.000
[12] 賃金（対数値） -0.039 -0.182 -0.134 0.134 0.027 0.078 0.253 0.108 0.218 0.176 0.192 1.000
[13] 付加価値労働生産性 0.001 -0.148 -0.232 0.232 0.036 0.086 0.284 0.128 0.223 0.178 0.077 0.326 1.000
[14] 輸入浸透率 -0.038 0.080 -0.183 0.183 0.020 0.007 0.055 0.046 0.059 0.069 -0.014 0.071 0.528 1.000
[15] 輸入浸透率X海外進出ダミー -0.061 -0.005 -0.127 0.127 0.143 0.208 0.566 0.063 0.239 0.272 0.017 0.000 0.347 0.330 1.000
[16] アジア生産比率 -0.068 -0.003 -0.128 0.128 0.215 0.258 0.615 0.097 0.271 0.223 0.034 0.042 0.238 0.250 0.240 1.000
[17] 欧米生産比率 -0.027 -0.040 -0.106 0.106 0.081 0.218 0.601 0.087 0.245 0.232 0.023 -0.183 -0.127 -0.128 -0.106 -0.224 1.000
40